












































勇，『人民日報j 1998年 3 月 8 日）。また，現在，国家機関，政府部門における
潜在失業者は構成員の 3 分の1 600万人から900万人に達すると推定されている。

















































図 1 全国紡績工場労働者数（『第 l 次労働年鑑』 1927年）
賃金収入 % 
夫 14.17元 43.5 
妻 5.05 15.5 
，息、 子 3.21 9.9 
娘 3.33 10.2 
その他男子 2.42 7.4 
その他女子 2.92 8.9 
賃金外収入 1.47 4.5 




食費 18.21元 56.0 
衣料費 3.06 9.4 
住居費 2.09 6.4 
光熱費 2.45 7.5 
雑費 6.70 20.6 







年 収入 支出 収入／支出× 100
1926 100 100 100 
1927 93 104 89.4 
1928 93 113 82.3 
1929 122 135 90.3 
1930 126 142 88.7 
1931 118 152 77.6 
1932 117 154 75.9 
1933 57 108 52.7 
1934 49 106 47.2 
1935 79 121 65.3 
図 4 農民の収入・支出の指数変化
出所：『中国の社会』（ 1994)








は社会に受け入れられなかった。 1926年，文盲は20から 25歳の女性でも 83.4%
に達し， 40歳以上では98.9% を占めた（陳東原， 1928 ）。 劣悪な労働条件に加






































1954年 1 5.0% 
1959 2 6.3 
1964 3 17.4 
1975 4 25.1 
1978 5 21.0 
1983 6 9.0 
1988 7 11.6 







く登場した。図 7 によると，専門技術者の女性比82年38.3%,90年45.1% と増加






職業別 1982年 1990年 1982年 1990年
男 女 男 女 男 女 男 女
専門技術者 61.7 38.3 54.9 45.1 5.6 4.4 5.3 5.3 
国家機関・政党機関
89.6 10.4 88.4 11.6 2.5 0.4 2.6 0.5 及び企業管理職者
事務者 77.5 24.5 74.1 25.9 1.8 0.7 2.3 1.0 
商業従事者 54.1 45.9 53.2 46.8 1.7 1.9 2.9 3.1 
サービス関係従事者 52.1 47.9 48.3 51.7 2.0 2.4 2.1 2.7 
農林・牧・漁業
53.2 46.8 52.1 47.9 67.9 77.1 66.8 75.3 労働者
生産・運輸現場
64.6 35.4 64.3 35.7 18.5 13.0 17.2 12.0 労働者









































2 つめは，図 9 のような外資企業における男女の賃金格差の存在である。ま
た，賃金の基本間格差（外資との比較）が拡大し，同時に全体的に男女の賃金
格差の拡大をもたらした。
職 務 米国 欧州 日 本
作業員 1,080 1,201 809 
技術者 2,103 1,673 1,532 
財務会計員 2,210 1 765 1,634 
管理職 2,296 2,339 1,964 
営業員 2,084 1,651 1,856 
経営者 3 500 3,500 
外資系における中国人男性の平均月収（元）
職 務 米国 欧州 日 本
作業員 983 958 772 
技術者 1,550 1,620 1,494 
財務会計員 2 138 2 069 1,238 
管理職 1,925 2,114 1 659 
営業員 1 500 2 269 1 771 




















県， 1997）。また，図10, 11, 12の北京市の調査でもこの差が示されている。
北京平均年収11,000元
100%外資企業 最高年収 最低年収 平均年収
財務経理 380,000元 65,000元 156,250元
財務主管 169,000 42,320 80,146 
一般財務人員 87,000 27 600 44,894 
人事経理 136,552 66,760 112, 771 
人事主管 110,800 54,000 72,814 
一般人事職員 46,033 31,000 36,490 




合併企業 最高年収 最低年収 平均年収
財務経理 185,577元 41,256元 78,482元
財務主管 103,610 28 273 52,222 
一般財務人員 62,320 16,510 34,300 
人事経理 197 ,080 42,510 98,825 
人事主管 105,588 31,160 57 ,553 
一般人事職員 49,580 11,598 30,512 
人民日報海外版1998年 5 月 7 日
図11 合弁企業の中国人社員の賃金収入
北京平均年収11,000元
駐在事務所 最高年収 最低年収 平均年収
財務経理 290,000元 108,000元 164,814元
財務主管 169,000 42,320 80, 726 
一般財務人員 87,000 30,116 48 526 
人事経理 136,652 66 760 100,092 
人事主管 110,800 54,000 71,348 
一般人事職員 46,100 31,000 38,479 






































































1980 26 79 
1983 34 106 
1984 38 124 
1985 42 136 
1986 47 149 
1987 52 158 
1988 61 166 
1989 66 179 
1990 70 191 
1991 76 207 
1992 83 215 
1993 92 233 











体制 政治地位 教育 法律 経済地位 家庭地位 観念
自給自足 参政権が 90%以 憲法で認 家計の援助 隷属関係 男尊
システム ない 上の女 められた のため外で で社会的 女卑
第 性は文 権利が不 働かざる得 地位が極半植民地 政治参加 盲 平等 ない 端に低い




ま 非専門 女性保護 カfできない的教養 法がないで 教育 就職率が低
く、賃金格
差が大きい
計画経済 女性の天 教育を 憲法で男 経済自立が 男女別姓 男女
第 システム の半分を 受ける 女平等の 実現 平等
2 
支える 権利の 保障
段 男女同権 保障 男女同一 一面では
階 参政権 中華人民 労働・賃金 男性を上男女 共和国労 回った。
49 
女性の男 士／ヒ、主1全 働保険条 50年代の末
年 性化 例の公布 には失業者義務 が無くなっ
78 
選挙はな 教育 憲法発布 た。
年 く指名制 完全雇用であった 大学入
試中止
図15- 1 中国における女子労働者の権利と役割の変遷－ 1
一 113 (113) -
体制 政治地位 教育 法律 経済地位 家庭地位 観念
混合経済 低迷 大学制 経済に関 女性エリー 女性の家 男性は
第 システム 1983年に 度復活 する法律 トの急激な 庭地位の 外を司
3 女性の政 の不適合 経済的進出 低下と動 どり
段 治家・官 が明らか と同時に工 t岳 女性は
階 僚の比率 になった 坂長責任売リ・ 内を司
が最低に 請負制によ どる
79 なった。 憲法での る自宅待機
年 女性の権 の対象とし 古典的
選挙制度 利が私有 ての女性 男女観
91 の実施 企業では 女性は下位 の復興
年 守られな 職種が多い
くなった
市場経済 女性の政 高等教 労働法・ 失業の比率 男子に権 2 極化
システム 治参加政 育を受 婦女権益 の急速な増 限が移行
第 治家・官 ける女 保障法の 加 し、専業 男女の
4 僚での女 子の比 制定で働 主婦の登 相違を段 性比率の 率はま く女性の 賃金の資本 場 認め、階 高まった だ低い 権利が保 間格差（外 協動的
92 
が、男性 障された 資比較） 失業・
年 にはまだ 大学生 賃金の向性 競争的及ぱなしL の 問、異性問 発展を
現 女性の参 女性比 格差の拡大 図ろう
在 加の質が 36.4% 金融業への とする。
低し＇ o 院生 女性の急激
27.6% な進出


































男 女 男 女
博 士 調査人員 92人 22人 231人 33人
修 士 男女比率 80.7% 19.3% 87.5% 12.5% 
調査人員 6.123人 1,786人 6,099人 1,661人
ご民子,_ 士
男女比率 77.4% 22.6% 78.6% 21.4% 
短期大学 調査人員 10,799人 5,574人 17 ,811人 6,558人
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